
平成２７年２月県議会定例会質問（代表）要旨 （２月２５日）

１－１

日 本 共 産 党 １３番 宮 本 し づ え

要 旨 答 弁 者 担 当 課

一 復興を進めるための拠点施設について 企画調整部長 復興・総合計画

課

県が整備する研究開発拠点施設の整備費について、平成

２７年度当初予算計上額と現時点において見込まれる整備費

の総額を尋ねたい。

二 原発事故に関わる問題について

１ 知事は、福島切捨てともいうべき安倍政権の姿勢をどの 知 事 政 策 調 査 課

ように受け止めているのか尋ねたい。

２ 県は、事故収束に向けた国の体制の現状をどのように認 生活環境部長 原子力安全対策

識しているのか尋ねたい。 課

３ 原発再稼働を許さない県の姿勢について

(1) 全国の原発再稼働はあり得ないとのメッセージを発信 知 事 エネルギー課

すべきと思うが、知事の考えを尋ねたい。

(2) 福島第二原発の廃炉について、強い決意で国に求めて 企画調整部長 〃

いくべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

４ 原子力損害賠償について

(1) 原発事故による商工業等に係る営業損害について、東 原子力損害対策 原子力損害対策

京電力から賠償を受けた県内の事業者数と支払総額を尋 担当理事 課

ねたい。

(2) 県は、商工業等に係る本年３月以降の営業損害の賠償 〃 〃

について、国及び東京電力が示した素案と指針との関係

をどのように受け止めているのか尋ねたい。



１－２

要 旨 答 弁 者 担 当 課

(3) 原子力損害対策協議会を開催し、商工業等に係る営業 原子力損害対策 原子力損害対策

損害の賠償打切りが被害者全体に関わる問題であると認 担当理事 課

識を一致させる必要があると思うが、県の考えを尋ねた

い。

(4) 国及び東京電力が示した本年３月以降の商工業等に係 〃 〃

る営業損害の賠償の素案を撤回するよう求めるべきと思

うが、県の考えを尋ねたい。

(5) 就労不能損害への賠償を本年２月で打ち切らずに継続 〃 〃

するよう求めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(6) 原子力損害賠償紛争解決センターに申し立てた県民を 〃 〃

積極的に支援すべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(7) 原子力損害賠償紛争解決センターの和解仲介案の受諾 〃 〃

を東京電力が拒否していることについて、県はどのよう

に対応していくのか尋ねたい。

(8) 避難指示解除後に賠償が継続される相当期間の目安を 〃 〃

１年間とする指針の見直しを強く求めるべきと思うが、

県の考えを尋ねたい。

(9) 東京電力を破たん処理し、取引銀行等の関連事業者に 〃 〃

も賠償資金を負担させ完全賠償を実現するよう国に求め

るべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(10) 原子力災害被災地域の１２市町村の事業者等に税の 副 知 事 税 務 課

徴収猶予などの制度を周知すべきと思うが、県の考え 市町村財政課

を尋ねたい。

(11) 原子力発電所事故による営業損害への賠償金を非課 原子力損害対策 原子力損害対策

税にするよう国に求めるべきと思うが、県の考えを尋 担当理事 課

ねたい。
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要 旨 答 弁 者 担 当 課

５ 中間貯蔵施設について

(1) 地権者に十分に理解されていない中で国が保管場工事 生活環境部長 中間貯蔵施設等

に着手したことについて、県の考えを尋ねたい。 対策室

(2) 中間貯蔵施設の建設の受入れに当たり国が措置する 企画調整部長 企 画 調 整 課

３，０１０億円の交付金について、県民の要望にどのよ 中間貯蔵施設等

うに応え活用していくのか、県の考えを尋ねたい。 対策室

(3) 県の中間貯蔵施設立地町地域振興交付金について、大 生活環境部長 中間貯蔵施設等

熊町及び双葉町ではどのように活用される見通しなのか 対策室

尋ねたい。

６ 市町村除染における下請事業者への代金及び作業員への 〃 除 染 対 策 課

賃金について、適切に支払われるよう取り組むべきと思う

が、県の考えを尋ねたい。

７ 被災者支援について

(1) 避難者のカルテを作るべきと思うが、県の考えを尋ね 保健福祉部長 社 会 福 祉 課

たい。 保健福祉総務課

(2) 生活支援相談員の増員に当たりどのような体制を構築 〃 〃

していくのか、県の考えを尋ねたい。

(3) 仮設住宅の入居期間を更に延長すべきと思うが、県の 原子力損害対策 避難者支援課

考えを尋ねたい。 担当理事

(4) 福島復興再生特別措置法の中で被災者への支援策の充 企画調整部長 企 画 調 整 課

実を求めていくべきと思うが、県の考えを尋ねたい。 避難者支援課
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要 旨 答 弁 者 担 当 課

８ 避難解除に向けた飲料水確保の取組について

(1) 双葉地方水道企業団が木戸ダムを水源として供給する 保健福祉部長 食品生活衛生課

水道水の安全と安心をどのように確保するのか、県の考

えを尋ねたい。

(2) 避難指示解除後に帰還する住民が安全で安心な飲料水 原子力損害対策 原子力損害対策

を確保するための新たな井戸の掘削費用について、東京 担当理事 課

電力が全て賠償するよう求めるべきと思うが、県の考え

を尋ねたい。

９ 再生可能エネルギーについて

(1) 県内における再生可能エネルギーの導入状況について 企画調整部長 エネルギー課

尋ねたい。

(2) 二酸化炭素排出量の多い火力発電所の県内増設計画の 〃 〃

見直しを求めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(3) 高効率石炭火力発電所の二酸化炭素削減効果は僅かだ 生活環境部長 環 境 共 生 課

とする意見について、県はどのように受け止めているの

か尋ねたい。

(4) 地域主導による再生可能エネルギーの導入をどのよう 企画調整部長 エネルギー課

に推進していくのか、県の考えを尋ねたい。

10 浜通りの復興とイノベーション・コースト構想について 〃 企 画 調 整 課

(1) 平成２７年度当初予算におけるイノベーション・コー

スト構想関連事業費の総額を尋ねたい。

(2) イノベーション・コースト構想の具体化に当たって

は、地元の自治体と住民が主体となり専門家のアドバイ

スを受けながら検討することができるよう支援すべきと

思うが、県の考えを尋ねたい。



１－５

要 旨 答 弁 者 担 当 課

11 県は、更なる職員の増員をどのように考えているのか尋 副 知 事 行 政 経 営 課

ねたい。

三 安倍政権の暴走を許さない取組について

１ 復興や県民生活に影響を与える更なる消費税増税の中止 〃 財 政 課

を国に求めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

２ 雇用政策について

(1) 正規雇用を原則とする雇用ルールの確立を国に求める 商工労働部長 雇 用 労 政 課

べきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(2) 高度プロフェッショナル制度の導入に反対すべきと思 〃 〃

うが、県の考えを尋ねたい。

(3) 最低賃金を全国一律千円以上に引き上げるよう国に求 〃 〃

めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(4) パナソニック福島工場の事業再編計画に対し、引き続 〃 企 業 立 地 課

き雇用の継続を同社に要請していくべきと思うが、県の

考えを尋ねたい。

３ 農業の再建について

(1) 日本の農業に壊滅的打撃を与えるＴＰＰ交渉から撤退 農林水産部長 農 林 企 画 課

すべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(2) 農業の担い手として、大規模農家を優先的に支援する 〃 〃

だけではなく家族経営の小規模農家も支援の対象にしっ

かりと位置付けるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(3) 米の安定生産に向け、国の責任による需給調整や所得 〃 水 田 畑 作 課

補償制度の創設を求めるべきと思うが、県の考えを尋ね

たい。
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要 旨 答 弁 者 担 当 課

４ 中小企業の支援と育成について

(1) 県は、小規模企業振興基本法の施行を踏まえ、小規模 商工労働部長 経 営 金 融 課

企業の支援にどのように取り組んでいくのか尋ねたい。

(2) グループを組めないことによりグループ補助金を活用 〃 産 業 創 出 課

することができない事業者を救済するための新たな支援

が必要と思うが、県の考えを尋ねたい。

５ 国民健康保険制度の改善について 保健福祉部長 国民健康保険課

(1) 県は、平成２７年度からの保険財政共同安定化事業に

どのように対応していくのか尋ねたい。

(2) 国保の医療保険制度改革について、県の考えを尋ねた

い。

(3) 「国の責任で国保税負担を軽減し、誰もが払える国保

税にすること」などの我が党の提案について、県の考え

を尋ねたい。

６ 介護保険制度の見直しについて

(1) 介護職員を確保するため、介護報酬の引下げ方針を撤 〃 介 護 保 険 室

回するよう国に求めるべきと思うが、県の考えを尋ねた

い。

(2) 介護職員不足に対し、人材確保の独自の改善策を強化 〃 社 会 福 祉 課

すべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

７ 入院時食事療養費の見直しについて、県の考えを尋ねた 〃 国民健康保険課

い。
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要 旨 答 弁 者 担 当 課

８ 子どもの健全な発達の保障について

(1) 県民健康調査の甲状腺検査の結果生じることとなった 保健福祉部長 県民健康調査課

医療費について、１８歳を超えても無料にする措置を講

じるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

(2) 公立小中学校において３０人学級を全学年に拡大すべ 教 育 長 教 育 庁

きと思うが、県教育委員会の考えを尋ねたい。

四 憲法が生きる政治について

１ 集団的自衛権の行使に向けた具体的な法整備を中止する 知 事 政 策 調 査 課

よう求めるべきと思うが、知事の考えを尋ねたい。

２ 政府の公式見解に基づく歴史認識を教育に位置付けるべ 教 育 長 教 育 庁

きと思うが、県教育委員会の考えを尋ねたい。


